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回次
第17期

第２四半期累計期間
第16期

会計期間
自2021年４月１日
至2021年９月30日

自2020年４月１日
至2021年３月31日

売上高 （千円） 1,616,779 2,559,616

経常利益又は経常損失（△） （千円） 134,754 △186,282

四半期純利益又は当期純損失

（△）
（千円） 114,297 △194,924

持分法を適用した場合の投資利益 （千円） － －

資本金 （千円） 301,181 301,181

発行済株式総数

　普通株式

　Ａ種優先株式

　Ｂ種優先株式

（株）

（株）

（株）

2,591,900

－

－

1,000,000

85,950

210,000

純資産額 （千円） 373,818 243,032

総資産額 （千円） 1,620,743 1,499,026

１株当たり四半期純利益又は１株

当たり当期純損失（△）
（円） 44.10 △75.21

潜在株式調整後１株当たり四半期

（当期）純利益
（円） － －

１株当たり配当額 （円） － －

自己資本比率 （％） 23.06 16.2

営業活動によるキャッシュ・

フロー
（千円） 63,019 △253,616

投資活動によるキャッシュ・

フロー
（千円） △58,218 13,877

財務活動によるキャッシュ・

フロー
（千円） △30,350 618,136

現金及び現金同等物の四半期末

（期末）残高
（千円） 871,007 896,556

回次
第17期

第２四半期会計期間

会計期間
自2021年７月１日
至2021年９月30日

１株当たり四半期純利益 （円） 30.84

第一部【企業情報】

第１【企業の概況】

１【主要な経営指標等の推移】

　（注）１．当社は四半期連結財務諸表を作成しておりませんので、連結会計年度に係る主要な経営指標等の推移につい

ては記載しておりません。

２．持分法を適用した場合の投資利益については、関連会社を有していないため、記載しておりません。

３．潜在株式調整後１株当たり四半期（当期）純利益については、潜在株式は存在するものの、当社株式は非上

場であり、期中平均株価が把握できず、また、第16期は１株当たり当期純損失であるため記載しておりませ

ん。

４．１株当たり配当額は配当を実施していないため、記載しておりません。

５．当社は、第16期第２四半期累計期間については四半期財務諸表を作成していないため、第16期第２四半期累

計期間に係る主要な経営指標等の推移については記載しておりません。
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６．「収益認識に関する会計基準」（企業会計基準第29号　2020年３月31日）等を第１四半期会計期間の期首か

ら適用しており、当第２四半期累計期間に係る主要な経営指標等については、当該会計基準等を適用した後

の指標等となっております。

７．株主からの取得請求権に基づき、Ａ種優先株式及びＢ種優先株式の全てを自己株式として取得し、対価とし

て普通株式を交付しております。また、当社が取得したＡ種優先株式及びＢ種優先株式の全てについて、

2021年９月９日の取締役会決議により、2021年９月28日付で会社法第178条に基づき消却しております。

８．2021年９月９日の取締役会決議により、2021年９月28日付で、普通株式について１株につき２株の割合で株

式分割を行っておりますが、第16期の期首に当該株式分割が行われたと仮定し、１株当たり四半期純利益又

は１株当たり当期純損失（△）を記載しております。
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２【事業の内容】

　当第２四半期累計期間において、当社が営む事業の内容について、重要な変更はありません。
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第２【事業の状況】

１【事業等のリスク】

当第２四半期累計期間において、新たに発生した事業等のリスクはありません。

また、新規上場申請のための有価証券報告書（Ⅰの部）に記載した事業等のリスクについて重要な変更はありませ

ん。

２【経営者による財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

　文中の将来に関する事項は、当四半期会計期間の末日現在において判断したものであります。なお、当社は、前第

２四半期累計期間については四半期財務諸表を作成していないため、前年同四半期累計期間との比較分析は行ってお

りません。

　また、第１四半期会計期間より、「収益認識に関する会計基準」（企業会計基準第29号　2020年３月31日）等を適

用しております。

　詳細は、「第４　経理の状況　１　四半期財務諸表　注記事項（会計方針の変更）」に記載のとおりであります。

(1)財政状態及び経営成績の状況

①財政状態の状況

　当第２四半期会計期間末における財政状態は、総資産1,620,743千円、負債合計は1,246,925千円、純資産合計は

373,818千円となりました。

（流動資産）

　当第２四半期会計期間末における流動資産は、前事業年度末より98,915千円増加し、1,465,501千円となりまし

た。これは主に、収益認識に関する会計基準の適用により売掛金及び契約資産が125,807千円増加したこと、一方

で、現金及び預金が25,549千円減少したこと等によるものであります。

（固定資産）

　当第２四半期会計期間末における固定資産は、前事業年度末より22,802千円増加し、155,242千円となりました。

これは主に、敷金を39,758千円計上したこと、有形固定資産に係る減価償却費を12,559千円計上したこと、無形固定

資産を18,955千円取得した一方で、減価償却費を25,013千円計上したこと等によるものであります。

（流動負債）

　当第２四半期会計期間末における流動負債は、前事業年度末より25,769千円増加し、588,809千円となりました。

これは主に、前受金が9,095千円増加したこと、また未払法人税等が21,447千円増加したこと、一方で未払金が9,411

千円減少したこと等によるものであります。

（固定負債）

　当第２四半期会計期間末における固定負債は、前事業年度末より34,838千円減少し、658,115千円となりました。

これは主に、長期借入金を34,325千円返済したこと等によるものであります。

（純資産）

　当第２四半期会計期間末における純資産は、前事業年度末より130,786千円増加し、373,818千円となりました。

これは、利益剰余金が、四半期純利益として114,297千円増加したこと、また収益認識に関する会計基準を適用し

たことによる遡及適用した場合の累積的影響額として16,488千円増加したことによるものであります。

②経営成績の状況

　当第２四半期累計期間におけるわが国の経済は、新型コロナウイルス感染症の流行拡大に伴う度重なる緊急事態宣

言の発令により経済活動の停滞が生じました。２回のワクチン接種率が50％超え、2021年９月30日に緊急事態宣言が

解除される等、経済活動水準の上昇期待がある 一方で、ブレークスルー感染（2回のワクチン接種後の感染）等、依

然先行き不透明感が継続しております。

　当社が属するＤＸ市場に関して、ＤＸには様々な定義がありますが、日本経済団体連合会によると、単純な改善や

自動化、効率化をもってＤＸとは言い難く、社会の根本的な変化に対して、新たな価値を創出するための改革がＤＸ

と定義されております（出典：日本経済団体連合会「Digital Transformation（ＤＸ）」2020年５月19日）。コスト

削減を目的とした、紙からデジタルへの置き換えといった社内のアナログな業務やデータをデジタル化する「守りの

DX」から、収益や顧客エンゲージメントの向上を目的とした、新しい顧客体験を創出する「攻めのDX」にシフトする

ことが求められています。「攻めのDX」のステップとして、顧客接点の変革、サービス商品の変革、最後にビジネス

モデルの変革となり、達成難度も高く、これを実現すると企業の高い競争力が獲得でき、この「攻めのDX」こそがDX

の本質と言えます。

　日本企業においてビジネス変革等の「攻めのDX」の必要性を強く感じる割合が約9割となりますが、その背景にはデ

ジタル技術の普及による自社の優位性や競争力が低下することの懸念があります。（出典：独立行政法人情報処理推

進機構(IPA)「デジタル・トランスフォーメンション推進人材の機能と役割のあり方に関する調査 (2019年5月17
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日)」）

　一方で、ＤＸが成功した企業の割合はわずか6.6％（出典：アビームコンサルティング株式会社「日本企業にとって

のＤＸの本質（2020年度）」）であり、ＤＸ推進の上位課題に「デジタル人材・スキルの不足」といった人や組織の

課題（出典：総務省「令和3年版情報通信白書（2021年７月30日）」）が挙げられております。

　さらに、新型コロナウイルス感染症の流行拡大の影響により、各企業においてはリモートコミュニケーション含め

た業務のオンラインへのサービス転換や柔軟な労働環境への急速なシフト等の取り組みが加速しており、ＤＸは喫緊

の経営課題となっております。

　このような環境下、国内DX市場の規模は、2019年の7,912億円から2030年度には3.0兆円に拡大すると予測されてお

ります（出典：株式会社富士キメラ総研「2020 デジタルトランスフォーメーション市場の将来展望」）。また、DX

を実現する手段として国内パブリッククラウドサービス市場は2020年から2025年にかけて19.4％の年平均成長率で推

移し、2025年の市場規模は2020年比2.4倍の2兆5,866億円になることが予測されております（出典：IDC Japan株式会

社「 国内パブリッククラウドサービス市場予測、2021年～2025年」）。

　当社においては、「クラウドインテグレーションサービス」及び「Cariotサービス」の２つのサービスについて事

業運営を行ってまいりました。なお、当社の事業はクラウドソリューション事業の単一セグメントであるため、セグ

メントごとの記載は省略しております。

（クラウドインテグレーションサービス）

　前第２四半期累計期間は新型コロナウイルス感染症の影響により業績が低下しましたが、当第２四半期累計期間の

売上高は1,482百万円（前年同期比37.8％増）となり、前年同期を大幅に上回り、過去最高の売上高となりました。

なお、収益認識基準適用の影響により、当第２四半期累計期間の売上高が140百万円増加しておりますが、収益認識

基準適用前の売上高（1,342百万円）についても、第２四半期累計期間において過去最高の売上高となっておりま

す。

　業績好調の背景として、旺盛なDX支援の引き合いにより、2021年９月時点の月次契約顧客数（注１）が45社（前年

同期は24社。前四半期末は37社）となり、そのうち大手企業については、月次契約顧客数が30社（前年同期は16社。

前四半期末は25社）と顧客基盤が拡大しております。また大手企業の顧客あたりの月次平均売上高 （ＡＲＰＡ）

（注２）が11.1百万円（前年同期は10.7百万円。前四半期末は11.6百万円）となり、2021年３月以降、契約顧客数を

増加しながらも11百万台を維持して推移しております。

　従来からの強みであるIoT／Mobilityサービス、リアル店舗とECの連携サービス、企業間コラボレーションといった

「攻めのDX支援」に加え、前期より提供を開始し、新たな強みとして注力しているAPI連携プラットフォームの

MuleSoft及びAmazon Web Servicesのビデオ通話コンポーネントを活用した顧客オリジナルのオンラインビデオサー

ビスについて、複数の新規及び既存顧客へ導入支援し、業績が伸長しました。

　なお、当社はSalesforce、Heroku、Amazon Web Services等マルチクラウドの資格取得を推進しておりますが、当第

２四半期累計期間において、Salesforceの最上位資格である「認定テクニカルアーキテクト（CTA）」資格の取得者

を1名輩出しました。当資格保有者は国内において僅か16名のみ（2021年10月１日時点）の難関資格となっておりま

す。引き続き、マルチクラウドの資格取得を推進し、技術力向上を図ります。

注

1.　月次契約顧客数：再販案件を除いた月次契約顧客数。再販案件とは当社が仕入れたライセンスを顧客に再販売す

るリセールにあたり、当社においては金額が僅少なため、当該顧客は除く

2.　顧客あたりの月次平均売上高 （ＡＲＰＡ）：Average Revenue per Accountの略（顧客あたりの平均売上高）

で、再販案件を除いた月次の顧客あたりの月次平均売上高。月次売上高÷月次契約顧客数により算出。大手企業

は日経225、日経400、日経500のいずれかに採用されている企業、または当該企業のグループ企業や当該企業に準

ずる売上規模（1,000億円以上）を有している企業

（Cariotサービス）

　当第２四半期累計期間において、車両検索機能のUI改善、訪問自動記録の機能向上、新たな車載デバイス導入等に

より、サービスの付加価値向上に取り組みました。WEBセミナー等、オンラインでのマーケティングを推進し、新規

顧客の獲得、既存顧客の追加受注が増加し、大口の受注獲得を実現しております。一方で、既存顧客の解約も一定水

準発生しており、Cariot管理者向けのレクチャーイベントを行う等カスタマーサクセスを強化しました。引き続き、

顧客基盤を固めながら着実な事業展開を図ってまいります。

　これらの結果、当第２四半期累計期間における当社の経営成績は、売上高1,616,779千円、売上総利益707,024千

円、営業利益139,071千円、経常利益134,754千円、四半期純利益114,297千円となりました。
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③キャッシュ・フローの状況

　当第２四半期会計期間末における現金及び現金同等物（以下「資金」という。）は、前事業年度末に比べ25,549千

円減少し、871,007千円となりました。

　当第２四半期累計期間におけるキャッシュ・フローの状況は次のとおりであります。

（営業活動によるキャッシュ・フロー）

　当第２四半期累計期間の営業活動により獲得した資金は63,019千円となりました。これは主に、税引前四半期純

利益134,754千円、減価償却費の計上37,572千円等により資金が増加したのに対し、売上債権の増加による資金の減

少125,807千円があったこと等によるものであります。

（投資活動によるキャッシュ・フロー）

　当第２四半期累計期間の投資活動により支出した資金は58,218千円となりました。これは主に、無形固定資産の

取得による支出18,955千円があったこと、敷金の預入による支出が39,758千円あったこと等によるものでありま

す。

（財務活動によるキャッシュ・フロー）

　当第２四半期累計期間の財務活動により支出した資金は30,350千円となりました。これは主に、長期借入金の返

済による支出が28,350千円あったこと等によるものであります。

(2）会計上の見積り及び当該見積りに用いた仮定

　新規上場申請のための有価証券報告書（Ⅰの部）に記載した「経営者による財政状態、経営成績及びキャッシュ・　　

フローの状況の分析」中の会計上の見積り及び当該見積りに用いた仮定の記載について重要な変更はありません。

(3）経営方針・経営戦略等

　当第２四半期累計期間において、当社が定めている経営方針、経営戦略等について重要な変更はありません。

(4）優先的に対処すべき事業上及び財務上の課題

　当第２四半期累計期間において、当社の優先的に対処すべき事業上及び財務上の課題について新たに発生した重

要な課題及び重要な変更はありません

(5）財務及び事業の方針の決定を支配する者の在り方に関する基本方針

　当第２四半期累計期間において、財務及び事業の方針の決定を支配する者の在り方に関する基本方針に重要な変

更はありません。

(6）資本の財源及び資金の流動性についての分析

　当社の運転資金需要のうち主なものは、クラウドソリューション事業における労務費及び外注費、販売費及び一

般管理費等の営業費用によるものであります。また、投資を目的とした資金需要は、Cariotサービス及び社内利用

の受注管理システムに係るソフトウェア開発費用及び本社オフィス移転に伴う内装工事費用等の設備投資等による

ものであります。

　なお、当社の資金の源泉は主に営業活動によるキャッシュ・フローによるものであります。
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３【経営上の重要な契約等】

　当第２四半期会計期間において、経営上の重要な契約等の決定又は締結等はありません。
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種類 発行可能株式総数（株）

普通株式 10,000,000

計

第３【提出会社の状況】

１【株式等の状況】

（１）【株式の総数等】

①【株式の総数】

　（注）１．2021年９月28日開催の臨時株主総会決議により定款を変更し、Ａ種優先株式及びＢ種優先株式に係る定めを

廃止しております。

２．2021年９月９日開催の取締役会決議により、2021年９月28日付で普通株式１株につき２株の割合で株式分割

を行っております。これにより発行可能株式総数は5,000,000株増加し、10,000,000株となっております。

種類
第２四半期会計期間末現
在発行数（株）
（2021年９月30日）

提出日現在発行数（株）
（2021年11月４日）

上場金融商品取引所名
又は登録認可金融商品
取引業協会名

内容

普通株式 2,591,900 2,591,900 非上場

完全議決権株式とし

て権利内容に何ら限

定のない当社におけ

る標準となる株式で

あり、単元株式数は

100株であります。

計 2,591,900 2,591,900 － －

②【発行済株式】

　（注）１．2021年９月９日付で、全てのＡ種優先株式及びＢ種優先株式を自己株式として取得しており、その対価とし

て、当該Ａ種優先株主及びＢ種優先株主にＡ種優先株式及びＢ種優先株式１株につき普通株式１株を交付し

ております。また、2021年９月９日付で当該Ａ種優先株式及びＢ種優先株式を消却しております。

２．2021年９月９日開催の取締役会決議により、2021年９月28日付で普通株式１株につき２株の割合で株式分割

を行っております。これにより発行済株式総数は1,295,950株増加し、2,591,900株となっております。

３．2021年９月28日開催の臨時株主総会により定款を変更し、１単元を100株とする単元株制度を導入しており

ます。

決議年月日 2021年６月29日

付与対象者の区分及び人数（名） 当社従業員　28

新株予約権の数（個）　※ 36,800

新株予約権の目的となる株式の種類、内容及び数（株）　※ 普通株式　36,800[73,600]（注）３

新株予約権の行使時の払込金額（円）　※ 2,600[1,300]（注）３

新株予約権の行使期間　※ 自2023年７月１日　至2031年６月10日

新株予約権の行使により株式を発行する場合の株式の発行価

格及び資本組入額（円）　※

発行価格　　　　2,600　[1,300]

資本組入額　　　1,300　　[650]（注）３

新株予約権の行使の条件　※ （注）１

新株予約権の譲渡に関する事項　※
新株予約権の譲渡については、取締役会の承認を受けな

ければならない。

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に関する事項　※ （注）２

（２）【新株予約権等の状況】

①【ストックオプション制度の内容】

第６回新株予約権

※　新株予約権証券の発行時（2021年７月１日）における内容を記載しております。なお、提出日の前月末現在(2021年

10月31日)にかけて変更された事項については、提出日の前月末現在における内容を［ ］内に記載しており、そ の他の
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決議年月日 2021年７月30日

付与対象者の区分及び人数（名） 当社従業員　２名

新株予約権の数（個）　※ 3,800

新株予約権の目的となる株式の種類、内容及び数（株）　※ 普通株式　3,800　[7,600]（注）３

新株予約権の行使時の払込金額（円）　※ 2,600　[1,300]（注）３

新株予約権の行使期間　※ 自2023年８月１日　至2031年７月10日

新株予約権の行使により株式を発行する場合の株式の発行価

格及び資本組入額（円）　※

発行価格　　　　2,600　[1,300]

資本組入額　　　1,300　　[650]（注）３

新株予約権の行使の条件　※ （注）１

事項については最近事業年度の末日における内容から変更はありません。

（注）１．新株予約権の行使の条件

(1）本新株予約権の行使は、行使しようとする本新株予約権又は権利者について新株予約権発行要領第７項各号

に定める取得事由が発生していないことを条件とし、取得事由が生じた本新株予約権の行使は認められない

ものとする。但し、当社が特に行使を認めた場合はこの限りでない。

(2）本新株予約権の行使は権利者が生存していることを条件とし、権利者が死亡した場合、本新株予約権は相続

されず、本新株予約権は行使できなくなるものとする。

(3）権利者は、当社の株式のいずれかの金融商品取引所への上場がなされるまでの期間は、本新株予約権を行使

することはできないものとする。但し、当社が特に行使を認めた場合はこの限りでない。

(4）本新株予約権の行使は１新株予約権単位で行うものとし、各新株予約権の一部の行使は認められないものと

する。

２．組織再編行為に伴う新株予約権の交付に関する事項

会社が組織再編行為を行う場合は、組織再編行為の効力発生日の直前において残存する本新株予約権の権利者に

対して、手続に応じそれぞれ合併における存続会社若しくは新設会社、会社分割における承継会社若しくは新設

会社、又は株式交換若しくは株式移転における完全親会社（いずれの場合も株式会社に限る。以下総称して「再

編対象会社」という。）の新株予約権を、下記の方針に従って交付することとする。但し、下記の方針に従って

再編対象会社の新株予約権を交付する旨を、組織再編行為にかかる契約又は計画において定めた場合に限るもの

とする。

(1）交付する再編対象会社の新株予約権の数

権利者が保有する本新株予約権の数と同一の数をそれぞれ交付するものとする。

(2）新株予約権の目的である再編対象会社の株式の種類

再編対象会社の普通株式とする。

(3）新株予約権の目的である再編対象会社の株式の数

組織再編行為の条件等を勘案の上、新株予約権発行要領第１項に準じて決定する。

(4）新株予約権の行使に際して出資される財産の価額又はその算定方法

組織再編行為の条件等を勘案の上、新株予約権発行要領第４項で定められる行使価額を調整して得られる再

編後行使価額に、上記第(3)号に従って決定される当該新株予約権の目的である再編対象会社の株式の数を

乗じた額とする。

(5）新株予約権を行使することができる期間

新株予約権を行使することができる期間の初日と組織再編行為の効力発生日のうちいずれか遅い日から、新

株予約権発行要領第５項に定める新株予約権を行使することができる期間の末日までとする。

(6）権利行使の条件、取得事由、その他の新株予約権の内容

本新株予約権の内容に準じて、組織再編行為にかかる契約又は計画において定めるものとする。

(7）取締役会による譲渡承認について

新株予約権の譲渡について、再編対象会社の取締役会の承認を要するものとする。

(8）組織再編行為の際の取扱い

新株予約権発行要領第12項に準じて決定する。

３．2021年９月28日付で、普通株式１株につき２株の割合で株式分割を行っております。これにより、「新株予約権

の目的となる株式の種類、内容及び数」、「新株予約権の行使時の払込金額」及び「新株予約権の行使により株

式を発行する場合の株式の発行価格及び資本組入額」が調整されております。

第７回新株予約権
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新株予約権の譲渡に関する事項　※
新株予約権の譲渡については、取締役会の承認を受けな

ければならない。

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に関する事項　※ （注）２

※　新株予約権証券の発行時（2021年８月１日）における内容を記載しております。なお、提出日の前月末現在(2021年

10月31日)にかけて変更された事項については、提出日の前月末現在における内容を［ ］内に記載しており、そ の他の

事項については最近事業年度の末日における内容から変更はありません

（注）１．新株予約権の行使の条件

(1）本新株予約権の行使は、行使しようとする本新株予約権又は権利者について新株予約権発行要領第７項各号

に定める取得事由が発生していないことを条件とし、取得事由が生じた本新株予約権の行使は認められない

ものとする。但し、当社が特に行使を認めた場合はこの限りでない。

(2）本新株予約権の行使は権利者が生存していることを条件とし、権利者が死亡した場合、本新株予約権は相続

されず、本新株予約権は行使できなくなるものとする。

(3）権利者は、当社の株式のいずれかの金融商品取引所への上場がなされるまでの期間は、本新株予約権を行使

することはできないものとする。但し、当社が特に行使を認めた場合はこの限りでない。

(4）本新株予約権の行使は１新株予約権単位で行うものとし、各新株予約権の一部の行使は認められないものと

する。

２．組織再編行為に伴う新株予約権の交付に関する事項

会社が組織再編行為を行う場合は、組織再編行為の効力発生日の直前において残存する本新株予約権の権利者に

対して、手続に応じそれぞれ合併における存続会社若しくは新設会社、会社分割における承継会社若しくは新設

会社、又は株式交換若しくは株式移転における完全親会社（いずれの場合も株式会社に限る。以下総称して「再

編対象会社」という。）の新株予約権を、下記の方針に従って交付することとする。但し、下記の方針に従って

再編対象会社の新株予約権を交付する旨を、組織再編行為にかかる契約又は計画において定めた場合に限るもの

とする。

(1）交付する再編対象会社の新株予約権の数

権利者が保有する本新株予約権の数と同一の数をそれぞれ交付するものとする。

(2）新株予約権の目的である再編対象会社の株式の種類

再編対象会社の普通株式とする。

(3）新株予約権の目的である再編対象会社の株式の数

組織再編行為の条件等を勘案の上、新株予約権発行要領第１項に準じて決定する。

(4）新株予約権の行使に際して出資される財産の価額又はその算定方法

組織再編行為の条件等を勘案の上、新株予約権発行要領第４項で定められる行使価額を調整して得られる再

編後行使価額に、上記第(3)号に従って決定される当該新株予約権の目的である再編対象会社の株式の数を

乗じた額とする。

(5）新株予約権を行使することができる期間

新株予約権を行使することができる期間の初日と組織再編行為の効力発生日のうちいずれか遅い日から、新

株予約権発行要領第５項に定める新株予約権を行使することができる期間の末日までとする。

(6）権利行使の条件、取得事由、その他の新株予約権の内容

本新株予約権の内容に準じて、組織再編行為にかかる契約又は計画において定めるものとする。

(7）取締役会による譲渡承認について

新株予約権の譲渡について、再編対象会社の取締役会の承認を要するものとする。

(8）組織再編行為の際の取扱い

新株予約権発行要領第12項に準じて決定する。

３．2021年９月28日付で、普通株式１株につき２株の割合で株式分割を行っております。これにより、「新株予約

権の目的となる株式の種類、内容及び数」、「新株予約権の行使時の払込金額」及び「新株予約権の行使によ

り株式を発行する場合の株式の発行価格及び資本組入額」が調整されております。
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②【その他の新株予約権等の状況】

　該当事項はありません。

（３）【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

　該当事項はありません。

年月日
発行済株式総数
増減数（株）

発行済株式総数
残高（株）

資本金増減額
（千円）

資本金残高
（千円）

資本準備金増
減額（千円）

資本準備金残
高（千円）

2021年９月９日

（注）１

普通株式

85,950

普通株式

1,085,950

Ａ種優先株式

85,950

Ｂ種優先株式

210,000

－ 301,181 － 291,180

2021年９月９日

（注）２

普通株式

210,000

普通株式

1,295,950

Ａ種優先株式

85,950

Ｂ種優先株式

210,000

ー 301,181 － 291,180

2021年９月９日

（注）３

Ａ種優先株式

△85,950

Ｂ種優先株式

△210,000

普通株式

1,295,950
－ 301,181 － 291,180

2021年９月28日

（注）４

普通株式

1,295,950
普通株式

2,591,900
－ 301,181 － 291,180

（４）【発行済株式総数、資本金等の推移】

　（注）１．株主の請求に基づき、2021年９月９日にＡ種優先株式を自己株式として取得し、その対価として普通株式を

交付しております。

２．株主の請求に基づき、2021年９月９日にＢ種優先株式を自己株式として取得し、その対価として普通株式を

交付しております。

３．Ａ種優先株式及びＢ種優先株式を消却したことによるものであります。

４．普通株式１株につき２株の割合で株式分割を行ったことによるものであります。
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2021年９月30日現在

氏名又は名称 住所
所有株式数

（株）

発行済株式（自己
株式を除く。）の
総数に対する所有
株式数の割合

（％）

合同会社　クロ 東京都渋谷区恵比寿三丁目30番６号 1,850,000 71.38

salesforce.com, inc.

One Market Street, Suite 300

San Francisco, CA 94105 United States 

of America

341,900 13.19

Draper Nexus Technology 

Partners 2号投資事業有限責任組

合

東京都港区港南二丁目15番１号 239,000 9.22

大橋　正興 神奈川県川崎市川崎区 130,000 5.02

品川　晃一郎 神奈川県鎌倉市 20,000 0.77

DNX Ventures II, LLC 55 e.3rd Av.San Mateo,California,USA 11,000 0.42

計 － 2,591,900 100.00

（５）【大株主の状況】

（注）発行済株式の総数に対する所有株式数の割合は、小数点以下第３位を四捨五入しております。

2021年９月30日現在

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容

無議決権株式 － － －

議決権制限株式（自己株式等） － － －

議決権制限株式（その他） － － －

完全議決権株式（自己株式等） － －

完全議決権株式（その他） 普通株式　2,591,900 25,919

完全議決権株式であり、

権利内容に何ら制限のな

い当社における標準とな

る株式であります。単元

株式数は100であります。

単元未満株式 － －

発行済株式総数 2,591,900 － －

総株主の議決権 － 25,919 －

（６）【議決権の状況】

①【発行済株式】

該当事項はありません。

②【自己株式等】
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２【役員の状況】

該当事項はありません。
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第４【経理の状況】

１．四半期財務諸表の作成方法について

　当社の四半期財務諸表は、「四半期財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」（平成19年内閣府令第63

号）に基づいて作成しております。

２．監査証明について

　当社は、株式会社東京証券取引所の「有価証券上場規程」第211条第６項の規定に基づき、第２四半期会計期間

（2021年７月１日から2021年９月30日まで）及び第２四半期累計期間（2021年４月１日から2021年９月30日まで）に

係る四半期財務諸表について、監査法人Ａ＆Ａパートナーズによる四半期レビューを受けております。

３．四半期連結財務諸表について

　当社は子会社がありませんので、四半期連結財務諸表は作成しておりません。

４．最初に提出する四半期報告書の記載上の特例

　当新規上場申請のための四半期報告書は、「企業内容等開示ガイドライン24の４の７－６」の規定に準じて前年同

四半期との対比は行っておりません。
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（単位：千円）

前事業年度
（2021年３月31日）

当第２四半期会計期間
（2021年９月30日）

資産の部

流動資産

現金及び預金 896,556 871,007

売掛金 363,229 －

売掛金及び契約資産 － 489,036

商品 937 23,083

仕掛品 24,076 7,307

貯蔵品 60 86

前渡金 2,810 8,208

前払費用 60,455 65,565

その他 18,460 1,204

流動資産合計 1,366,586 1,465,501

固定資産

有形固定資産 28,268 17,797

無形固定資産 97,501 91,443

投資その他の資産 6,669 46,001

固定資産合計 132,439 155,242

資産合計 1,499,026 1,620,743

負債の部

流動負債

買掛金 201,431 193,613

１年内返済予定の長期借入金 72,330 78,215

未払金 52,597 43,186

未払費用 109,661 114,056

未払法人税等 6,279 27,726

前受金 83,174 92,270

預り金 8,938 10,788

その他 28,625 28,952

流動負債合計 563,039 588,809

固定負債

長期借入金 691,235 657,000

その他 1,719 1,115

固定負債合計 692,954 658,115

負債合計 1,255,994 1,246,925

純資産の部

株主資本

資本金 301,181 301,181

資本剰余金 291,180 291,180

利益剰余金 △349,329 △218,543

株主資本合計 243,032 373,818

純資産合計 243,032 373,818

負債純資産合計 1,499,026 1,620,743

１【四半期財務諸表】

（１）【四半期貸借対照表】
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（単位：千円）

当第２四半期累計期間
（自2021年４月１日

至2021年９月30日）

売上高 1,616,779

売上原価 909,754

売上総利益 707,024

販売費及び一般管理費 ※　567,953

営業利益 139,071

営業外収益

受取利息 4

還付加算金 41

営業外収益合計 45

営業外費用

支払利息 2,362

上場関連費用 2,000

営業外費用合計 4,362

経常利益 134,754

税引前四半期純利益 134,754

法人税等 20,457

法人税等合計 20,457

四半期純利益 114,297

（２）【四半期損益計算書】

【第２四半期累計期間】

2021/11/01 15:35:45／21821422_株式会社フレクト_公開申請書類（第２四半期）

- 16 -



（単位：千円）

当第２四半期累計期間
（自2021年４月１日

至2021年９月30日）

営業活動によるキャッシュ・フロー

税引前四半期純利益 134,754

減価償却費 37,572

受取利息及び配当金 △4

支払利息 2,362

上場関連費用 2,000

売上債権の増減額（△は増加） △125,807

棚卸資産の増減額（△は増加） △5,404

仕入債務の増減額（△は減少） △7,818

未払金の増減額（△は減少） △9,411

未払消費税等の増減額（△は減少） 327

その他 36,881

小計 65,453

利息の受取額 3

利息の支払額 △2,352

法人税等の還付額 5,885

法人税等の支払額 △5,970

営業活動によるキャッシュ・フロー 63,019

投資活動によるキャッシュ・フロー

有形固定資産の取得による支出 △2,088

無形固定資産の取得による支出 △18,955

敷金の返還による収入 2,583

敷金の預入による支出 △39,758

投資活動によるキャッシュ・フロー △58,218

財務活動によるキャッシュ・フロー

長期借入金の返済による支出 △28,350

上場関連費用の支出 △2,000

財務活動によるキャッシュ・フロー △30,350

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） △25,549

現金及び現金同等物の期首残高 896,556

現金及び現金同等物の四半期末残高 ※　871,007

（３）【四半期キャッシュ・フロー計算書】

2021/11/01 15:35:45／21821422_株式会社フレクト_公開申請書類（第２四半期）

- 17 -



【注記事項】

（会計方針の変更）

（収益認識に関する会計基準の適用）

　「収益認識に関する会計基準」（企業会計基準第29号　2020年３月31日。以下「収益認識会計基準」とい

う。）等を第１四半期会計期間の期首から適用し、約束した財又はサービスの支配が顧客に移転した時点で、当

該財又はサービスと交換に受け取ると見込まれる金額で収益を認識することといたしました。これにより、クラ

ウドインテグレーションサービスにおける請負契約に関して、従来は、請負契約による受注制作のソフトウェア

開発に関する収益認識は、進捗部分に成果の確実性が認められる契約については進行基準を、その他の契約につ

いては完成基準を適用していましたが、ごく短期な契約を除き、履行義務を充足するにつれて、一定の期間にわ

たり収益認識を行っております。履行義務の充足に係る進捗度の見積りの方法は、原価総額の見積額に対する累

積実際発生原価の割合(インプット法)で算出しており、ごく短期な契約については完全に履行義務を充足した時

点で収益認識を行っております。

　収益認識会計基準等の適用については、収益認識会計基準第84項ただし書きに定める経過的な取扱いに従って

おり、第１四半期会計期間の期首より前に新たな会計方針を遡及適用した場合の累積的影響額を、第１四半期会

計期間の期首の利益剰余金に加減し、当該期首残高から新たな会計方針を適用しております。ただし、収益認識

会計基準第86項に定める方法を適用し、第１四半期会計期間の期首より前までに従前の取扱いに従ってほとんど

すべての収益の額を認識した契約に、新たな会計方針を遡及適用しておりません。また、収益認識会計基準第86

項また書き(1)に定める方法を適用し、第１四半期会計期間の期首より前までに行われた契約変更について、す

べての契約変更を反映した後の契約条件に基づき、会計処理を行い、その累積的影響額を第１四半期会計期間の

期首の利益剰余金に加減しております。

　この結果、当第２四半期累計期間の売上高は140,169千円増加し、売上原価は92,894千円増加し、営業利益、

経常利益及び税引前四半期純利益はそれぞれ47,275千円増加しております。また、利益剰余金の当期期首残高は

16,488千円増加しております。

　収益認識会計基準等を適用したため、前事業年度の貸借対照表において、「流動資産」に表示していた「売掛

金」は、第１四半期会計期間より「売掛金及び契約資産」に含めて表示することといたしました。なお、収益認

識会計基準第89－２項に定める経過的な取り扱いに従って前事業年度については新たな表示方法により組替えを

行っておりません。

 （時価の算定に関する会計基準等の適用）

 　「時価の算定に関する会計基準」（企業会計基準第30号　令和元年7月4日。以下「時価算定会計基準」とい

う。）等を第１四半期会計期間の期首から適用し、時価算定会計基準第19項及び「金融商品に関する会計基準」

（企業会計基準第10号　令和元年7月4日）第44-2項に定める経過的な取扱いに従って、時価算定会計基準等が定め

る新たな会計方針を、将来にわたって適用することとしています。なお、四半期財務諸表に与える影響はありませ

ん。

（会計上の見積りの変更）

該当事項はありません。

（四半期財務諸表の作成にあたり適用した特有の会計処理）

（税金費用の計算方法）

　税金費用については、当第２四半期会計期間を含む事業年度の税引前当期純利益に対する実効税率を合理的に

見積り、税引前四半期純利益に当該見積実効税率を乗じて計算しております。

（追加情報）

（新型コロナウイルス感染症拡大に伴う会計上の見積りについて）

前事業年度の新規上場申請のための有価証券報告書（Ⅰの部）の追加情報に記載した新型コロナウイルス感

染症拡大に伴う会計上の見積りの仮定について重要な変更はありません。
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（四半期貸借対照表関係）

該当事項はありません。

当第２四半期累計期間
（自2021年４月１日

至2021年９月30日）

給与手当 258,285千円

（四半期損益計算書関係）

※　販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額は次のとおりであります。

当第２四半期累計期間
（自2021年４月１日

至2021年９月30日）

現金及び預金勘定 871,007千円

現金及び現金同等物 871,007

（四半期キャッシュ・フロー計算書関係）

※　現金及び現金同等物の四半期末残高と四半期貸借対照表に掲記されている科目の金額との関係は下記のとお

りであります。
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（株主資本等関係）

当第２四半期累計期間（自2021年４月１日　至2021年９月30日）

１．配当金支払額

該当事項はありません。

２．基準日が当第２四半期累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第２四半期会計期間の末日後と

なるもの

該当事項はありません。
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（セグメント情報等）

【セグメント情報】

当第２四半期累計期間（自2021年４月１日　至2021年９月30日）

当社は、クラウドソリューション事業の単一セグメントであるため、記載を省略しています。
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クラウドソリューション事業

一時点で移転される財又はサービス 1,123,915

一定の期間にわたり移転される財又はサービス 492,863

顧客との契約から生じる収益 1,616,779

その他の収益 －

外部顧客への売上高 1,616,779

（収益認識関係）

顧客との契約から生じる損益を分解した情報。

当第２四半期累計期間（自2021年４月１日　至2021年９月30日）

（単位：千円）

当第２四半期累計期間
（自2021年４月１日

至2021年９月30日）

１株当たり四半期純利益 44円10銭

（算定上の基礎）

四半期純利益（千円） 114,297

普通株主に帰属しない金額（千円） －

普通株式に係る四半期純利益（千円） 114,297

普通株式の期中平均株式数（株） 2,591,900

希薄化効果を有しないため、潜在株式調整後１株当

たり四半期純利益の算定に含めなかった潜在株式

で、前事業年度末から重要な変動があったものの概

要

第3【提出会社の状況】１【株

式等の状況】（２）【新株予約権

等の状況】①【ストックオプシ

ョン制度の内容】に記載してお

ります。

（１株当たり情報）

　１株当たり四半期純利益及び算定上の基礎は、以下のとおりであります。

（注）潜在株式調整後１株当たり四半期純利益については、潜在株式は存在するものの、当社株式は非上場であり、

期中平均株価が把握できないため、記載しておりません。

（重要な後発事象）

該当事項はありません。
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２【その他】

　該当事項はありません。
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第二部【提出会社の保証会社等の情報】
　該当事項はありません。

2021/11/01 15:35:45／21821422_株式会社フレクト_公開申請書類（第２四半期）

- 24 -






	表紙
	目次
	中表紙
	第一部【企業情報】
	第１【企業の概況】
	１【主要な経営指標等の推移】
	２【事業の内容】

	第２【事業の状況】
	１【事業等のリスク】
	２【経営者による財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】
	３【経営上の重要な契約等】

	第３【提出会社の状況】
	１【株式等の状況】
	（１）【株式の総数等】
	（２）【新株予約権等の状況】
	（３）【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】
	（４）【発行済株式総数、資本金等の推移】
	（５）【大株主の状況】
	（６）【議決権の状況】

	２【役員の状況】

	第４【経理の状況】
	１【四半期財務諸表】
	（１）【四半期貸借対照表】
	（２）【四半期損益計算書】
	【第２四半期累計期間】

	（３）【四半期キャッシュ・フロー計算書】

	２【その他】


	第二部【提出会社の保証会社等の情報】
	［四半期レビュー報告書］



